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特
許
審
査
の
迅
速
化
等
の
た
め
の
特
許
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
三
七
号

（
衆
議
院
送
付

）

）
要
旨

本
法
律
案
は
、
審
査
処
理
を
促
進
し
、
出
願
人
の
審
査
請
求
行
動
を
適
正
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
特
許
審
査
の
迅
速
化
を
図

る
と
と
も
に
、
職
務
発
明
の
対
価
に
関
す
る
規
定
を
整
備
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

一
、
特
許
法
の
一
部
改
正

１

職
務
発
明
規
定
の
見
直
し

イ

職
務
発
明
に
関
す
る
対
価
を
契
約
、
勤
務
規
則
等
で
定
め
る
場
合
は
、
対
価
を
決
定
す
る
た
め
の
基
準
の
策
定
に
際

し
て
使
用
者
等
と
従
業
者
等
と
の
間
で
行
わ
れ
る
協
議
の
状
況
、
策
定
さ
れ
た
基
準
の
開
示
の
状
況
、
対
価
の
額
の
算

定
に
対
す
る
従
業
者
等
か
ら
の
意
見
聴
取
の
状
況
等
を
考
慮
し
て
、
そ
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
り
対
価
を
支
払
う
こ
と

が
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
。

ロ

職
務
発
明
に
関
す
る
対
価
に
つ
い
て
の
定
め
が
な
い
場
合
又
は
そ
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
り
対
価
を
支
払
う
こ
と
が
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不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
使
用
者
等
が
従
業
者
等
に
支
払
う
べ
き
対
価
の
額
は
、
そ
の
発
明
に
よ
り
使
用
者
等

が
受
け
る
べ
き
利
益
の
額
、
発
明
に
対
す
る
使
用
者
等
の
負
担
、
貢
献
及
び
従
業
者
等
の
処
遇
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮

し
て
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
。

２

実
用
新
案
登
録
に
基
づ
く
特
許
出
願
制
度
の
導
入

実
用
新
案
登
録
出
願
日
か
ら
三
年
以
内
で
あ
れ
ば
、
実
用
新
案
登
録
後
で
あ
っ
て
も
特
許
出
願
に
変
更
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

二
、
実
用
新
案
法
の
一
部
改
正

１

訂
正
の
許
容
範
囲
の
拡
大

実
用
新
案
権
者
は
、
明
細
書
、
実
用
新
案
登
録
請
求
の
範
囲
又
は
図
面
の
訂
正
に
加
え
、
実
用
新
案
登
録
請
求
の
範
囲

の
縮
減
等
の
訂
正
を
一
回
に
限
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２

実
用
新
案
権
の
存
続
期
間
の
延
長

実
用
新
案
登
録
出
願
の
日
か
ら
六
年
と
し
て
い
る
実
用
新
案
権
の
存
続
期
間
を
十
年
に
延
長
す
る
。

三
、
工
業
所
有
権
に
関
す
る
手
続
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
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１

特
許
料
等
の
返
還

特
許
料
等
の
予
納
者
か
ら
返
還
請
求
の
申
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
予
納
し
た
見
込
額
に
返
還
す
べ
き
額
を
加
算
す
る
。

２

指
定
調
査
機
関
制
度
の
見
直
し

指
定
調
査
機
関
制
度
を
登
録
調
査
機
関
制
度
に
移
行
し
、
公
益
法
人
以
外
の
者
で
あ
っ
て
も
従
来
技
術
に
関
す
る
調
査

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

３

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
使
用
し
た
公
報
の
発
行

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
使
用
し
た
特
許
公
報
等
の
発
行
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

４

特
定
登
録
調
査
機
関
制
度
の
導
入

特
許
出
願
人
が
審
査
請
求
に
際
し
、
特
定
登
録
調
査
機
関
（
登
録
調
査
機
関
の
う
ち
特
許
庁
長
官
か
ら
特
に
登
録
を
受

け
た
者
）
の
交
付
す
る
調
査
報
告
を
提
示
し
た
場
合
、
審
査
請
求
料
を
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

四
、
独
立
行
政
法
人
工
業
所
有
権
総
合
情
報
館
法
の
一
部
改
正

独
立
行
政
法
人
工
業
所
有
権
総
合
情
報
館
の
名
称
を
独
立
行
政
法
人
工
業
所
有
権
情
報
・
研
修
館
に
改
め
る
と
と
も
に
、

同
法
人
の
行
う
業
務
と
し
て
、
工
業
所
有
権
に
関
す
る
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
並
び
に
特
許
庁
職
員
そ
の
他
の
工
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業
所
有
権
に
関
す
る
業
務
に
従
事
す
る
者
に
対
す
る
研
修
を
行
う
こ
と
等
を
追
加
す
る
。

五
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
特
許
料
等
の
返
還
に
関
す
る
規
定
は
公
布
の
日
又
は

平
成
十
六
年
四
月
一
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
か
ら
、
指
定
調
査
機
関
制
度
の
見
直
し
及
び
独
立
行
政
法
人
工
業
所
有
権
総
合

情
報
館
法
の
一
部
改
正
に
関
す
る
規
定
は
平
成
十
六
年
十
月
一
日
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
施
行
す
る
。


